別添４-１
農業研修に関する確認書（センター）
農業人材力強化総合支援事業実施要綱（平成24年４月６日付け23経営第3543号農林水産事務次官依命通知）別記１第２の１の研修を実施するに当たり、受入農業経営体　　　　（以下「甲」という。）、研修生　　　　（以下「乙」という。）及び研修機関公益社団法人あおもり農業支援センター理事長　　　（以下「丙」という。）は、農業研修について、次のとおり確認する。
第１条（研修期間）

研修期間は、　年　月　日から　年　月　日までとする。

第２条（研修生の責務）

乙は、研修期間中、丙及び甲の指示に従い、誠実な研修を遂行するとともに、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

（１）乙は、研修期間中に知り得た甲の業務上の機密、又は甲と取引する顧客情報等（個人情報含む。） について、他に漏洩してはならない。

（２）乙は、甲の信用を害し品位を傷つける行為、研修の目的を逸脱する行為、その他不道徳な行為及び不法な行為をしてはならない。

（３）乙は、研修期間中の不慮の事故に備え、あらかじめ傷害保険及び個人賠償責任保険に加入しなければならない。

（４）乙は、研修計画に即して必要な技能を習得しなければならない。
（５）上の（１）から（４）に違背した場合、甲は丙に対し研修の継続について協議を求めるものとする。
第３条（受入農業経営体の責務）

（１）甲は、乙が研修終了後速やかに独立・自営就農、雇用就農又は親元就農し、就農後５年以内に農業経営を継承する又は法人の経営者となることができるよう適切に生産技術等を習得させなければならない。

（２）甲は、乙を労働者として扱ってはいけない。また、適宜、休養日（４週間を通じて４日以上が目安）を設けるよう乙を指導し、乙が過労とならないよう配慮すること。
（３）研修時間は、おおむね年間1,200時間以上2,000時間を超えない範囲で実施するものとする。また、１か月の研修時間はおおむね100時間以上を確保すること。
（４）丙が開催する座学研修へ乙を出席させるとともに、これを研修時間に加えるものとする。
第４条　研修機関の責務
丙は、乙の研修状況を把握し、問題がある場合は直ちに対処しなければならない。
第５条（損害賠償）

（１）乙は、研修中に、その責めに帰する事由により、甲又は第三者に損害を与えた場合には、その損害を賠償しなければならない。

（２）乙は、研修における不慮の事故について、第２条（３）の規定に基づく傷害保険による給付があったときには、甲及び丙に対し、当該不慮の事故についての損害賠償その他一切の請求を行わないものとする。

第６条（その他）
この確認書に定める事項について疑義が生じた場合、又はこの確認書に定めのない事項については、確認書の趣旨にのっとり、甲、乙及び丙協議の上、定めるものとする。
本確認書締結の証として、本書３通作成し、甲、乙及び丙記名捺印の上、それぞれ各１通を保有する。
　年　月　日　　甲（受入農業経営体）
（住　所）
（氏　名）　　　　　　　　　　　　　　　　　印
乙（研修生）
（住　所）
（氏　名）　　　　　　　　　　　　　　　　　印
丙（研修機関名）
（住　所）青森県青森市新町二丁目４番１号　青森県共同ビル６階
（氏　名）公益社団法人あおもり農業支援センター
理 事 長　　　　　　　　　　　　　印
別添４-２

農業研修に関する確認書（先進農家等）
　　　　　　　※１（以下、甲という）と　　　　　※２（以下、乙という。）とは、農業研修について、次のとおり確認する。（※１には研修先氏名、※２には研修生氏名を記入する。）
第１条（研修期間）
　研修期間は、　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日までとする。
第２条（研修生の責務）
　乙は、研修期間中、甲の指示に従い、誠実な研修を遂行するとともに、次に掲げる事項を遵守しなければならない。
（１）乙は、研修期間中に知り得た甲の業務上の機密、または甲と取引する顧客情報等（個人情報含む。）について、他に漏洩してはならない。
（２）乙は、甲の信用を害し品位を傷つける行為、研修の目的を逸脱する行為、その他不道徳な行為及び不法な行為をしてはならない。
（３）乙は、研修期間中の不慮の事故に備え、あらかじめ傷害保険に加入しなければならない。
（４）乙は、研修計画に即して必要な技能を習得しなければならない。
（５）上の（１）から（４）に違背した場合、甲の判断により研修を即時中止することができるものとする。
第３条（研修受入先の責務）
（１）甲は、乙が独立・自営就農、雇用就農又は親元就農し、就農後５年以内に農業経営を継承する又は法人の経営者となることができるよう適切に生産技術等を教えなければならない。
（２）甲は、乙を労働者として扱ってはいけない。
第４条（損害賠償）
（１）乙は、研修中に、その責めに帰する事由により、甲又は第三者に損害を与えた場合には、その損害を賠償しなければならない。
（２）乙は、研修における不慮の事故について、第２条（３）の規定に基づく傷害保険による給付があったときには、甲に対し、当該不慮の事故についての損害賠償その他一切の請求を行わないものとする。
第５条（費用の負担）
（１）研修に要する経費（　　　　）は、甲が負担する。
（２）研修に要する経費（　　　　）は、乙が負担する。

　　第　条（研修謝金）
　　　乙は甲に月額　　万円を支払う。
第６条(その他)
　この確認書に定める事項について疑義が生じた場合、またはこの確認書に定めのない事項については、確認書の趣旨に則り、甲・乙協議の上、定めるものとする。
　本確認書締結の証として、本書２通作成し、甲・乙記名捺印の上、それぞれ各１通を保有する。
     　　　　　　年　　月　　日　　　　　甲    
                                            (住　所）
                                            (研修先）
                                            (氏　名）                                  印
                                         　 乙                 

                                            (住　所）
                                            (氏　名）　　　　　　　　　　　　　　　印
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